
静岡市国土強靱化地域計画【概要版】 

計画概要(第１章～第３章、P1、９、14，15 ほか)４） 策定背景（第 1 章 P1～3）１） 

大規模自然災害などに備えるため、事前
防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策
を、まちづくり政策や産業政策も含めた総
合的な取組として計画的に実施し、強靱な
国づくりと地域づくりを推進する計画。 

本市では、昭和 49 年に発生した「七夕豪雨」により浸水、土砂崩れなど市内全域で甚大な被

害に見舞われ、また、昭和 51 年に東海地震説が発表されてから、様々な災害対策を推進してき

ました。しかしながら、近年、自然災害の頻発化・激甚化により、従来の施策強化や、事業の

早期進捗、新たな対策等が不可欠となりました。このため、大規模自然災害等の様々な危機に

ついて、想定される最悪の事態を回避する必要があります。人命を守り、社会経済への被害が

致命的にならないようにする「強さ」と、被災から迅速に回復する「しなやかさ」を備えた

「“強くてしなやかな”静岡」の実現のため、静岡市国土強靱化地域計画を令和２年 11 月に策定

しました。策定にあたっては、新型コロナウイルス感染症対策や SDGs を意識した記載、取組

指標の見える化など、本市独自内容を盛り込みました。 

①国土強靱化地域計画とは

過去の大災害を教訓に、甚大な被害発生
と長期間かけて復旧・復興を図る「事後
対策」の繰り返しを避け、最悪の事態を
念頭に、平時から備えを行うための計画

平成 25 年 12 月 11 日に「強くしなやか
な国民生活の実現を図るための防災・減災
等に資する国土強靱化基本法」が公布・施
行され、国は、国土強靱化の基本方針や国
が本来果たすべき役割を踏まえ、国土強靱
化に関する施策の推進に関する基本的な計
画（以下「国土強靱化基本計画」とい
う。）を、平成 26 年６月に閣議決定し、国
土強靱化基本計画の変更について平成 30
年 12 月に閣議決定している。 

②基本法の制定

③国土強靱化基本計画と地域計画 

事 計画の位置付け（第 1 章 P4）２） 静岡市地域防災計画との関係・相違（第１章 P5）３） 

①静岡市国土強靱化地域計画の特徴 

⑥全体構成 

本市では、国土強靱化の趣旨を踏まえ、大規模
災害に係る復旧・復興段階をも事前に見据え、あ
らゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定
と、それに備える様々な事業を実施することによ
り、「“強くてしなやかな”静岡」実現を理念とし、
「安全・安心をみんなで創る、強くしなやかで持
続可能なまち」を目指すものとする。 

③基本目標 

①人命の保護が最大限図られること 
②地域社会の重要な機能が致命的な障害を受け

ずに維持されること 
③市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

を図ること 
④迅速な復旧復興を果たすこと 

４つの基本目標を達成するため、「事前に備え
るべき目標」とその妨げとなるものとして「リ
スクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）」
を想定・設定し、リスクシナリオごとに本市の
防災・減災、その他迅速な復旧・復興等に資す
る施策を整理して、リスクを避けるための施策
の有無や偏り、その進捗状況等を総合的かつ客
観的に評価することによって課題を洗い出す。 

⑤対象とする災害 

自然災害の中で、本市地域特性上、最も甚大な
被害を及ぼすと想定される「南海トラフ巨大地
震」における地震・津波を中心に、台風・豪雨
等による風水害、土砂災害等を含めた大規模自
然災害を対象とする。 

④脆弱性評価 

②基本理念 静岡市国土強靭化地域計画（令和２年７月） 全体構成

第１章 基本的な考え方

第２章 静岡市の概要

第３章 脆弱性評価

第４章 国土強靭化の推進方針

第５章 計画の推進

第６章 重点プログラムの推進のための主要な取組

第７章 先進取組と事業実施状況及び国土強靭化指数

別紙 プログラムごとの脆弱性評価結果

別紙 静岡市国土強靭化地域計画【概要版】

別冊 「静岡市国土強靭化地域計画推進のための取組」

（具体事業箇所）

９つの「事前に備えるべき目標」設定 P15～17

44の「リスクシナリオ」設定 P15～17

重要な課題の提起 （６つの課題） Ｐ18～22

現状の脆弱性

施策分野ごとの推進方針（６つの分野） Ｐ23～30

プログラムの重点化（22重点化） P31～32

重点プログラムに対する取組、SDGs目標、進捗状況

部局横断的な取組、国土強靭化に資する取組

４章で示した取組を、各プログラムにあてはめ、個別具体化、
数値により進捗管理

６章、別紙「脆弱性評価結果」

掲載事業について、個別、

具体箇所を明記

基本理念

４つの「基本目標」 P6

４つの目標を達成するため
・「事前に備えるべき目標」
・「リスクシナリオ」

想定、設定

施策分野と重点化すべき22のプログラムとの関連整理 P33

44のリスクシナリオと施策分野 P34

国土強靱化指数と指標化する項目 P47

国土強靱化指数による「見える化」 P51



事前に備えるべき目標【９目標】 起きてはならない最悪の事態【44 リスクシナリオ】 重要な課題【６つ】 主な対応施策

1 2 3 4 5 6 6 6

１ 大規模自然災害が発生した時でも、

人命の保護が最大限図られる。 

1-1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 ■ ■ ■ ● ● 公共建築物耐震対策推進事業  

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 ■ ■ ● ● 海岸保全施設整備事業

1-3 台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生 ■ ■ ● ● 雨水幹線・ポンプ場整備事業

1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり国土の脆弱性が高まる事態 ■ ■ ● ● 土砂災害等防止対策事業、区域周知 

1-5 情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者が発生 ■ ■ ● ● 自主防災組織による地域防災訓練実施

２ 大規模自然災害発生直後から救助・

救急、医療活動等が迅速に行われる。 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資エネルギー供給の停止 ■ ■ ■ ● ● 市の緊急物資備蓄の促進 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 ■        ヘリコプターを利用した消防体制強化 

2-3 消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 ■ ■ ● ● 消防団員の確保 

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 ■   ■   災害拠点病院の自家発電装置 

2-5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食料等の供給不足   ■    民間事業者との協力協定による体制強化

2-6 医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、医療機能の麻痺 ■ ● ● 大規模災害を想定した医療救護訓練実施

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生    ■     避難所開設時における感染防止対策の検討、対策

2-8 避難所が適切に運営できず避難所の安全確保ができない事態 ■ ■ ■ ■ ● ● 新型コロナ感染症等への対応、整備、体制強化

2-9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 ■ ■ ● ● ● 緊急輸送路等整備、道路橋の耐震化 

３ 大規模自然災害発生直後から必要不

可欠な行政機能は確保する。 

3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 ■ ■ ● ● 清水消防署の一部を清水区本部として利活用

3-2 津波等の被災による現清水庁舎の機能の停止 ■ ● ● 新清水庁舎建設（R2.7 時点：事務手続き一時停止中）

４ 大規模自然災害発生直後から必要不

可欠な情報通信機能は確保する。 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止により、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 ■      市基幹ｼｽﾃﾑのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾀの遠隔地保管 

4-2 高齢者等の災害弱者の情報獲得手段が限られていることによる重要伝達の不備 ■ ● ● 同報無線ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化整備、緊急情報防災ﾗｼﾞｵ販売

５ 大規模自然災害発生後であっても、

経済活動（サプライチェーンを含む）を

機能不全に陥らせない。 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力の低下による経済活動の停滞     ■    事業者等における事業継続計画（BCP）策定促進

5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響 ■    ■   自家発電装置の設置、適切な維持管理 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 ■      事業者への災害対策に係る注意喚起 

5-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上）の機能停止 ■ ■     中部横断自動車道整備促進事業 

5-5 食料等の安定供給の停滞 ■        緊急物資の輸送計画に基づく迅速かつ円滑な供給

5-6 観光業、商業、農業、漁業等あらゆる産業の被害拡大と産業の停滞     ■  民間事業者からの助言、支援に基づく施設管理

６ 大規模自然災害発生後であっても、

生活・経済活動に必要最小限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通ネットワーク

等を確保するとともに、これらの早期復

旧を図る。 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止   ■    静岡市エネルギーの地産地消事業 

6-2 上水道等の長期間にわたる機能停止 ■ ● ● 水道管・水道施設の耐震化、水道管更新

6-3 汚水処理施設などの長期間にわたる機能停止 ■ ● ● 下水道管の耐震化、下水道施設の耐震・耐津波対策

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 ■ ■ ● ● 自主運行バス運行事業、バス路線維持対策事業

6-5 応急仮設住宅等の住居支援対策の遅延による避難生活の長期化   ■    建設型応急仮設住宅事業、借上型応急仮設住宅事業

6-6 被災者へのきめ細かい支援の不足による心身の健康被害の発生    ■  ■ 災害時の健康支援活動体制の強化 

７ 制御不能な二次災害を発生させな

い。 

7-1 市街地での大規模火災の発生 ■ ● ● 防火・準防火地域の指定 

7-2 沿線、沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 ■ ■ ● ● 狭あい道路整備等促進事業 

7-3 ダム、河川、水路、ため池等の損壊、機能不全による二次災害の発生     ■  団体営ため池等整備事業 

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大     ■  放任竹林対策事業 

7-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 ■    ■  静岡市 HP や SNS の活用による情報提供

８ 大規模自然災害発生後であっても、

地域社会・経済が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する。 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により、復旧・復興が大幅に遅れる事態   ■     静岡市災害廃棄物処理計画見直し 

8-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態 ■ ● ● 道路啓開の適切な対応促進、建設業の担い手確保、育成

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 ■  ■    地域防犯活動事業費補助金事業 

8-4 緊急輸送路、鉄道等の基幹インフラの損壊により、復旧・復興が大幅に遅れる事態  ■ ■     鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助事業 

8-5 広域、長期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 ■ ● 巴川流域貯留浸透施設整備事業 

8-6 被災者の住居や職の確保ができず、生活再建が大幅に遅れる事態   ■  ■  被災家屋の被害認定調査、罹災証明発行業務

8-7 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形、無形の文化的衰退・喪失     ■  市保有の文化財施設等の整備、維持管理

8-8 境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 ■ ● ● 地籍調査事業 

９ 防災・減災と地域成長を両立させた

魅力ある地域づくり

9-1 人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が生じる事態 
■ ● 

 避難行動要支援者避難支援制度の促進 

◎９つの事前に備えるべき目標 
    （第３章 P16,17） ▲44 のリスクシナリオ

◆2２のリスクシナリオ 

重点的に取組む（着色シナリオ）

計画の推進 ５） 
（１）地震・津波対策アクションプログラム等に基づいた人命優先の取組  

（２）基幹的交通ネットワークを確保する                  

（３）災害発生時においても、防災拠点などの行政機能や情報通信手段などを確実に確保する 

（４）生活・経済活動への影響等を最小化するための機能を確保する 

（５）二次災害を防ぎ迅速な再建・復興を図る 

（６）-1「自助」「公助」「共助」を適切に組み合わせる 

（６）-2 国、県、近隣市町、民間事業者と綿密に連携していく 

（６）-3 防災・減災のリーダー的人材を育成する 

●６つの重要な課題■６つの施策分野
横断的、複数組合せ

★ 開発目標取込 

（第６章 P36～） 

６つの重要な課題に基づき優先順位の高い

主な該当分野

縦断的、横断的な事業推進により、
効果的な事業推進

SDGs （第４章 P23～） 

-1 -2 -3 

（第 5 章 P32） 

（第 3 章 P18～） 

（第 3 章 P18～） 
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計画 PDCA サイクル ７）    静岡市独自の取組 ６） 

静岡市は世界標準のまちづくり
を進めています。 

本計画では、実施目標、整備指標等を設定した様々な計画等に基づく事業を掲載しているが（本編６

章）、予算規模・事業費が反映できない、各分野・各事業により客観的な指標化が困難なもの、同一尺度に

よる定量化・同一指標による指標化が適さない事業等を含め、事業進捗の見える化のため、ひとつの目安と

して、進捗状況をレーダーチャートで示す「静岡市国土強靱化指数」を設定した。 

（10 段階評価で 1～10 で評価し（1：最も進捗が悪い、10：最も進捗が良い）、事業進捗率等の進捗が図ら

れた状態に応じて、数値が上昇する指標。） 

①国土強靱化指数による見える化(第７章 P47～)

②SDGs 開発目標を意識した計画づくり(第 1 章 P6、第 7 章 P49,52,53)

)
ＳＤＧｓゴール１１を特に意識し、都市の持続可能な発展（産業・

経済の振興）、暮らしの充実（安全・安心の確保）、被災時からの復興

をより強固に図り、市民、企業、団体など様々なステークホルダーと

連携し、「世界に輝く静岡」の実現を確たるものにしていく。 

①主な取組における成果指標による進捗管理（第 6 章 P36～）

事業毎に使用している単位、工区

割り等に基づき、具体的な箇所名等

を、別冊「静岡市国土強靱化地域計

画推進のための取組」へ明記、具体

性・個別性及び社会情勢等に鑑み、

適時適切に更新を行う。 

重点化した 22 プログラムにつ

いては、その重要性に鑑み、進

捗状況等を踏まえつつ、取組の

一層の推進、事業精査、検討に

努める。 

⇒PDCA サイクルを回す

②計画の見直し（第 6 章 P35）

本計画は、国の国土強靱化基本計画の見直し時

期と整合をとるため、概ね５年を目安とするが、

静岡市総合計画と整合を図る必要があること、 

社会経済情勢等の変化や施策の進捗状況等を考慮

する必要があることから、必要が生じた際には、

随時、計画内容の変更検討、見直しを行うことと

する。 

「安全・安心をみんなで創る、 
強くしなやかなで持続可能なまち」の実現 

整合 

期待される効果(第 7 章 P55)９） 

行政・市民のメリット（第 7 章 P55）８） 

●災害発生時の被害を小さくする対策（ハード・ソフト）を強力に推進 

●災害時に人命・経済・暮らしを守り支える重要なインフラの機能を維持できるよう集中的、緊急的

にハード対策を推進するとともに、市民の命や生活を守るためのきめ細やかなソフト対策を推進 

 ⇒「Life（いのち）を守ろう Life（くらし）を取り戻そう」 

①被害の縮小 
②施策事業のスムーズな推進 
③地域の持続的な成長を促す 等 

①防災、減災に対する見える化
②リスクシナリオに対する脆弱性、 
 回避するための取組の見える化
③現状値、改善評価の見える化 
④SDGs 取組に対する見える化

行
政

市
民

南海トラフ
巨大地震 

防災・減災・復興 

激甚化する
風水害 

新型コロナ等
新たなリスク 

※進捗管理の一例

※22プログラムに含まれる「3-2 津波等の被災による現清水庁舎の機能の停止」については、事務手続きの一時停止中（令和２年７月末時点）

により指数化不可のため、22プログラムから１プログラム差し引いた 21プログラムを対象とする。 


